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論文
人間関係的経営参加論の限界と発展
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はじめに
一時代を風靡した人間関係論も， 1940年頃になると多くの論者によって多面
的な批判にさらされることになった。それは， 1950年代末にはじまる景気後退
や熾烈な，先端技術の開発競争をのりきるだけの十分な理論的より所をもちあ
わせていなかったからであろう。経営は，激しい競争にうち勝っために組織内
における構成員の調和よりも，むしろ個人のもつ潜在能力の活用に重点を移し
ていかざるをえなくなった。人間関係論にかわる理論が，求められていくこと
になる。
とはいえ，これと別に人間関係論を見直し，その後の組織民主化論への萌芽
として積極的に評価する動きもあった。それは，ホーソンの電話継電器組立作
業実験にみられる生産能率の上昇をその権力構造の変化に求めようとするもの
である。 EltonMayoをはじめとする人間関係学派の人たちの主張のなかで，
なにが批判の対象となり，どこが見直され，継承•発展されていったのであろ
うか。
本稿では，まず人間関係論者の主張のなかで批判にさらされていくところの
考えを明らかにする。まず，ー）集団主義の偏重，二）経済的側面の軽視，な
らびに三）組織間関係の捨象を問題にし，その意味とするところを確かめるo
次に，四）参加的経営管理論の萌芽をよみとり，五）民主的組織の姿を描きだ
していく。
ー
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ー集団主義
1 アノミーと福音主義
Elton Mayoは，現在の産業社会にみられる一つの大きな特徴として協働関
係の崩壊を指摘する。現在のかかえる困難な問題は，協働関係を規定した，か
っての社会的規範がその効力をなくしたことであると。この崩壊は，次の重な
る状況に起因するとみなされる。産業社会は， 一つには教会， 地域社会， ギ
ルドの一体化した集団を破滅に追いやり，不幸な個人を増加させ，これと同時
に，いま一つ相互に競いあう圧力団体の数を増加させた。現在の産業社会はこ
のような不幸な個人とあい対立する圧力団体からなり，崩壊の危機にさらされ
ている1)。現状はアノミー (anomie)の状態にあるとみなされる。
中世紀にあっては，人々はその所属する集団と自己とのかかわりをみいだ
し， その生みだす成果に喜びを感じていた。集団はかれらに安住の地を保障
し，安らぎの場となったd つまり，人々は，そこに所属性(belongingness)を感
じとっていたのである2)。そこでの協働は，社会的規範を介してうまくおこなわ
れていた。しかし，この協働関係は，産業革命を契機とする急激な技術的進歩
を前にして瓦解していった。近代文明は，自由な個人を基軸にすえる。この自
由は激しい競争を招き，順次競争は急激な技術変化を，技術変化は仕事の分化
をもたらした。仕事の分化は有意義な仕事を失わせ，ひたすら物質にたいする
関心を高めていった。この変ぼうする近代産業は第一次集団 (primarygroup) 
を破壊においやり，人々の身分の安定性をそこない，心理的不安をかもしだし
た。これまでの道徳規範はその価値を失い，人々はなすべきよすがを失い，孤
立していった。人間関係論者たちは，このアノミーの状態からの救済を人間関
1) Clark Kerr, "What Became of the Independent Spirit?" Fortune, July, 1953, 
p. 134. 
2) William H. Whyte, The Organization Man, 1961, p. 35 : 邦訳 岡部慶三• 藤永
保訳「組織のなかの人間（上）」，創元社， 1959,・56ページ。
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係論の形而上学に求めたのであった。この意味で，人間関係論は，社会集団
(social group)の再構築を意図する福音主義 (evangelism)的学派であるとみな
される3)0
2 集団優位の思考
人間関係の研究の核心にすえられるのは，この社会集団である。経営にはイ
ンフォーマルな社会集団が存在し，このことが経営と労働の双方に重要な意味
をもってくる。ほとんどの労働者は社会集団の構成員であることに満足をみい
だしており，したがって疑集した作業集団(cohesivework group)の有無が，か
れらのモラールを規定することになる4)。個人よりも集団に重きをおく思想を
表象する言葉として， William H. Whyteは， 「オーガニゼーション・マン
(organization man)」を用いる。これは組織に所属し，組織のために働く人た
ちをさしている5)。 かれらは家庭をかえりみず，組織に忠誠を誓い，組織の中
核をなす中産階級の人たちである。 この人たちの信条や行動を支えているの
は，集団の倫理である。それは，個人にたいする社会の圧力を道徳的に正当化
しようとする現代の思想体系を意味する。ここで主張される信条には，次の三
つの考えがある。第 1に集団を創造性 (creativity)の源泉とみなす考え，第 2
に所属性 (belongingness)を個人の究極的な欲求とみなす考え，そして第3に
この所属性の実現のために科学を利用しようとする考えである％
人間関係論にあっては，個人よりも集団に優位をおき，個人は集団に帰依す
ることによって自己の存在を確認し，高めることができるとみなしている。
William H. Knowlesは， 人間関係論者たちによる集団の強調は個人と集団
3) William H. Knowles, "Human Relations in Industry: Research and Conce-
pts," in S. G. Huneryager and I. L. Heckmann ed., Human Relations in 
Management, 1967, pp. 52-53. 
4) W. H. Knowles, ibid., p. 39. 
5) W. H. Whyte, The Organization Man, pp. 8-9: 邦訳前掲書， 2~4ページ。
6) W. H. Whyte, ibid., p. 9 : 邦訳前掲書， 11~12ページ。
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との関係について次のような結論にいたるという。すなわち，集団は個人より
も重要であるということ，個人の価値，態度，ならびにパーソナリティは集団
のそれを反映したものであるということ，個人の安全，幸福，ならびに身分は
集団におけるそのものの地位にかかっているということである。この視点は，
個人が真の自我をみいだし，自由を獲得するのは完全に集団のなかに自身を埋
没させることによって可能であるという形而上学的命題をひきだすことにな
る”。人間関係論を現代の一つの思想体系としてとらえる W.H. Whyteに
しても，この思想では人間は社会の一単位として存在し，他人と協力してはじ
めて価値ある存在となるとみなされるという。なぜならば，ここでは集団のな
かで自己を昇華させることによって，個人は，部分の総和よりももっと偉大な
全体を生みだす役目を果すと考えられているからである。 しかも， そこには
個人と社会との間に葛藤もありえないという想定がある。葛藤と考えられるも
のは誤解であり， コミュニケーションの障害によって生みだされたものであ
るとみなされる~)。人間関係論におけるこの集団偏重の思想体系を，以下批判
的に考察する。
. 3 個人社会の否認
Mayo主義者たちにたいする最初にして，最も基本的な批判は，近代社会を
「アノミー」としてとらえる見解にたいしてなげかけられる。かれら工場社会
学者たちは，産業工場を任意の集合体(voluntaryassociation)としてではなく，
社会的有機体(socialorganism)としてとらえる。人は，社会全体の肢体なので
ある。自己を集団のなかに埋没させることによってのみ，その意義をみいだす
ことのできる社会的動物であるとみなされる9)。単独で働く個人は不幸な人で
7) W. H. Knowles, "Human Relations in Industry: Research and. Concepts," in 
S. G. Huneryager and I. L. Heckman ed., Hi畑加 Relationsin Management, 
p. 47. 
8) W. H. Whyte, The Organizat幻nMan, p. 12: 邦訳前掲書， 9ペー ジ。
9) C. Kerr, "What Became of the Independent Spirit?" Fortu加， p.111. 
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あり，集団のなかでこそ，個人は幸福をみいだすことができるという。かれら
は，工場(plant)を教会，国家，労働組合，ないしは家族よりも優位におく。エ
場ないしは職場(workshop)が，人間活動の決定的な単位となる。工場をベース
に，分裂した忠誠よりも一つの忠誠が，競争よりも社会的協働が望まれる。さ
らに，かれらは管理のエリートを容認し，そのリーダーシップを評価する。そ
の構想する社会は比較的静態的 (static)なものであり， そこでの労働者は，そ
の福祉のために慈善的リーダーシップによって操作されると考えられる。かく
て， ClarkKerrは，「自由時代の偉大な勝利一個人主義， 自由， 競争ー は，
社会的無秩序を生みだす大きな災禍だとみなされる」という 10)。
自由経済学者としての Kerrは， 工場社会学者たちのこのような見解とは
まったく意見を異にする。人は理性的な生きものであり，自己の福祉を最大に
しようとする欲求によって動機づけられる。競争市場は，経営者が一層高い能
率を目ざすために役だたされる。信頼は規制された利己心 (self-interest)の上
に築かれ，消費者，労働者ならびに投票者として選択の自由はなくてはならな
いものである。忠誠は，自己，家族，国家，労働組合に分断され，この状況の
なかにこそ自由の保障が得られると考える11)。Kerrを含めて自由経済学者の
考える社会は，進歩(progressive)するそれである。エリートの指導者にかわっ
て，市場の見えざる手が集団福祉の達成を保障する。これは，開かれた社会で
ある。それは，普逼的協働よりもむしろ調整された葛藤の社会である。理性的
行動とイニシアティプがエリートだけに許され，信義と服従の徳だけが一般人
に残されているという見解は受け入れられない。よい社会というのは，すべて
の個人に理性的行動とイニシアティプをとることを奨めるものである。民主的
社会の正当性は，自由な個人，ユニークな人間という意味での個人の発展にあ
る。人は，特定の組織に組み込まれない権利，単一の組織によって用意されな
い自由な見解を表明する権利，良心的な反対者であることの権利をもたねばな
10) C. Kerr, ibid., p. 134. 
11) C. Kerr, ibid., p. 134. 
?
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らない。「一言でいえば， われわれはプライバシーの権利を主張しなければな
らない」と。「危険なのは，忠誠心が今日分裂しているということではなくて，
明日分裂がなくなるかもしれないということである。民主的社会の最大の希望
は，家族，政府，教会，使用者，労働組合，それに自分にたいする一多様な忠
誠ーとともにある。これらの忠誠の葛藤こそが，理性的な自己発展と個人的道
徳の条件である」という 12)。ここでは，個人ならびに多様な組織それぞれの権
利が重んじられ，利己心に動機づけられる自由な活動が保障され，社会でのコ
ンフリクトが容認され，そして見えざる手によって全体の調和が意図される。
いかにも自由経済学者からの，現状をアノミーだとみなす人間関係論者たちに
たいする批判である。
近代社会を「アノミー」とみなすその皮相的な見解は，労使関係における葛
藤の問題を深く掘り下げた研究にいたらせなかった。このことは，さらに人間
関係学派の構成する概念やとるべき方策が，従業員の身分の向上，工場におけ
るインフォーマル集団の関係，カンセラーによるカクルシス(catalsis)の必要，
コミュニケーションの改良などのような浅薄なものとなり，問題の基本的な解
決に役だたないものになってしまっていると批判される13)0 
Kerrの人間関係論にたいする批判の基底には，集団主義にたいする個人主
義(individualism)の思潮が流れている。多くの論者たちが，アメリカの伝統に
根ざした個人主義は，人間関係論のもつ集団主義の思考とはあいいれないとみ
なす。 W.H. Whyteもその一人であり， かれは， 集団主義は今日までアメ
リカがもちつづけた個人の自由と独立を誇りとする個人主義の理想とあいいれ
ないという。アメリカ人は，プロテスタント倫理を守る国民である。勤勉，節
約，そして厳しい競争を通して個人の救済を願うこの倫理観はこれまでアメリ
12) C. Kerr, ibid., p. 136. 
13) Henry A. Landsberger, Hawthorne Revisited-Management and. the Work飢
its Critics and Develo. 加 entsin Human Relations in Industry, 1958, p. 30. 
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力に根づいてきたものであり，いまなお生きつづけている14)。集団主義のもと
では， 個人は， 集団の規範にあわせるように求められる。集団の調和のため
に，個性の突出は，調和を乱すものとして非難される。個人のもつ自己統制力
や創造性は無視されてしまう。意見の不一致は望まれず， したがって，組織の
革新と進歩は阻害される15)。個人の達成した成果も集団のものとなり，動機づ
けへの刺激効果をなくしてしまうことになる。集団主義がかもしだすこのよう
な個人にたいする抑圧，個人的創意へのフラストレーション，成果にたいする
個人の無名性などは，伝統ある個人主義とはとうていあいいれるものではない
とみなされる16)。
また， MalcolmP. MeNairは，人間関係論のもつ不当な先入観は個人の
責任を浸食し，仕事について考えなくさせ，ひたすら人とその関係だけについ
て考えさせていくという。人間関係論は順応 (conformity)を強調し，これはあ
つれき(friction)とはあいいれない。しかし，あつれきがあってこそひらめきが
あり，また進歩がある。ほとんどの偉大な進歩というものは，個人によってな
される。人間関係論にたいする現在の人気は，「実際危険性をはらんでいる。な
ぜならば，それは責任の感覚を弱め，順応を促し，個人の成長をあまりにも軽
視し，経営者の職務について一方に偏った考え方を導入するためである」と17)。
4 創造性の抑圧
人間関係論者たちは，全体は部分の算術的総和以上のものを意味すると主張
し，そこでは人は相互作用によって個人の能力を越えた着想を生みだすことが
14) W. H.'Whyte, The Organization Man, p. 9: 邦訳前掲書， 4~5ペー ジ。
15) Daniel A. Wren, The Revolution of Management Thought, 1972, p. 378: 邦訳
車戸寅監訳「現代経営管理思想ーその進化の系譜（下）』， マグロウヒル好学社， 198 
2, 491ペー ジ。
16) W. H. Whyte, ibid., p. 10 : 邦訳前掲書， 7ペー ジ。
17) Malcolm P. MeNair, .,Thinking Ahead: What Price Human Relations?" 
Harvard Business Review, Vol. 35, No. 2, (March-April 1957), p. 30. 
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できるという。 W.H. Whyteは， この人間関係論者たちのいう集団による
創造力の創出を批判する。かれは，集団を創造の媒介項とみなすことは誤りで
あるという。「人々が集団のなかで考えることはほとんどない。かれらは一緒
に話しあい，情報を交換し，裁決をくだし，妥協点をみいだす。しかし，かれ
らは考えもしないし，創造することもない」と18)。創造には，直観による支離
滅裂さ，行きつ戻りつの思考，利用価値のない，ばかげた疑問がつきまとうも
のである。組織の管理者はこのような創造の条件を理解していないし，したが
って創造的個人を受け入れようともしない。管理者が望むところのものは，秩
序，客親的目標，同意 (agreement)である。集団の能率的な活動のためには，
組織構成員の確かな同意が必要であると考えている。この種の同意は集団を効
率的に機能させはするが， しかし他方で創造的役割を果せなくする。「同意ヘ
の関心の集中は，創造性の抑圧を強めることになる」と19)0 
委員会 (committee)での意思決定活動に際して，その構成員が創造性を発揮
しうる余地は，ほとんどない。そこでは，かれらは，他人と共通の基盤を求め
ようとする強い衝動にかられる。ところが，少数意見のなかには，ありきたり
でない発想が含まれている可能性がある。新しい発想は，当面の合意のために
妥協する余地はない。もし合意を求めるならば，それは新しい発想ではなくな
るであろう 20)。このような意思決定集団のみならず，情報交換のための集団に
おいてもまた問題をかかえている。共通の関心をもった人たちの集まりである
情報交換集団は刺激の富んだものになりうるし，また各人の仕事に新鮮な方式
を導入する示唆を与えてくれるものとなりうるといわれる。 しかし， W.H.
Whyteによって， 「刺激は発見ではない。それは創造の行為でもない」 と批
判される21)。メイヨー学派の人たちは，もともと労働者の創造的能力を評価し
18) W. H. Whyte, The Organization Man, p. 52: 邦訳前掲書， 87ページ。
19) W. H. Whyte, ibid., p. 53: 邦訳前掲書， 88ページ。
20) W. H. Whyte, ibid., p. 53: 邦訳．前掲書， 88-89ページ。
21) W. H. Whyte, ibid., p, 53: 邦訳前掲書， 89ページ。
8 
人間関係的経営参加論の限界と発展（奥田） 1041 
てはいなかった。集団への所属と調和こそが，人間の究極的欲求であるとみな
してきたのである。労働者の創造的能力が強調されるのは，この社会人 (social
man)観が自己実現人(self-actualizingman)観にとってかわられるときである。
5 集団意思決定制
集団による意思決定は個人の創造性を抑圧するのみならず，その他の幾つか
の点でも問題をもっているとみなされる。 RobertN. McMurryは， まず集
団意思決定制 (groupdecision-making programs)が推奨される理由として次の
六つの点を指摘する。 (1)問題の解決に際して， 1人よりも数人のほうが優れて
いる。 (2)意思決定への参加によって，集団の構成員はその決定を一層容易に受
け入れることができる。 (3)意思決定への参加は，集団の構成員に刺激的・教育
的・一体的な経験を与える。 (4)集団による意思決定は，集団内のコミュニケー
ションを良くする。 (5)決定が集団によってなされるとき，その実行に際して各
構成員は，皆の支持が得られていると感じる。 (6)もし集団が単なる諮問ではな
く，実質的な意思決定の責任を負うならば，その構成員の果す役割は一層注意
深く見まもられ，それ故に健全なものとなる22)0 
McMurryは， 集団意思決定にたいして以下の理由をあげて反対する。 (1)
集団決定は，個人の集団への依存性を強める。 (2)たとえ事実と違っていても，
集団に反対することを恐れる構成員は，つねにいるものである。 (3)集団構成員
の身分と権能が多様であるときには，部下は，上司と意見を異にしたがらな
い。 (4)才能がありかったやすく順応しない構成員のなかには，その貢献がまじ
めに考慮されないほど集団の他の構成員に受け入れられないものがおり，か
れらは孤立者となる23)。これらの理由のほかにも，実践上から集団決定は時間
をとりすぎること，決定のスビードを要するような情況にはうまく適応できな
22) Robert N. McMurry, "The Case for Benevolent Autocracy," Harvard Busin-
ess Review, Vol. 36, No. 1, (January-February 1958), p. 84. 
23) R. N. McMurry, ibid, pp. 84-85. 
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いこと，また満場一致の集団決定は現状維持となりがちであり，革新性をもた
ないことが，あげられる。なかでも集団意思決定の最大の弱点は，かなりの一
致をみたという見せかけにあるといわれる。多数に盲従しない構成員は，上記
の理由の故に意見の相違を公然と表明したがらない。結果として，かれらは，
集団の決定にたいする反対意見をほとんど表明しない。経営は，これを同意を
えたと受けとる危険性をおかすことになる。多くの，とくに大規模組織では，
集団性を強調するあまり，個人専制政治が集団専制政治にとってかわられる傾
向にある。 ここでは， 個人リーダーは， 前にでてこない。 このようなやり方
で，かれは，民主的管理の名にかくれてリーダーシップ不在の官僚的専制政治
を維持することになる24)。McMurryは， こうして集団意思決定が実践上困
難をきたし，幻想に終ってしまうと考える。
6 協働対葛藤
集団主義の論理は，協働論を内包している。 Mayoの研究は， 「急激な技術
的進歩とその結果生じる労働過程のなかにいる労働者の人間的連帯 (human
assorciation)における不断の変化」を背景に，「集団の協働(collaboration)確保
の問題を前面におしだす。」 協働関係の崩壊の事態に対処するに， 適応社会
(adaptive society)をふまえて，自発的な協働 (spontaneouscooperation)が確保
されなければならないという 25)0 
W. H. Whyteは， Mayoのこのような協働論にたいして疑念をさしはさ
む。「協働(cooperation)が必ずしも善であるということにはならない」という。
これは，情況の改善に向う契機が葛藤のなかにこそあるという考えからくるも
のであろう。また，「なにについて協力しようとするのか，集団は，どのような
目的に向かって仕事をしようとするのか」を問う。 Mayoは，これらの問題
に関心を示そうとはしない。集団の一員であることのなかに，安全と確かさの
24) R. N. McMurry, ibid., p. 85. 
25)拙著「アメリカ経営参加論史」， ミネルヴァ書房， 1976,285~287ペー ジ。
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感情を求めているにすぎない。かれは，自発的協働という事実そのものから，
倫理が生まれてくると感じているように思えると26)。HaroldL. Sheppard 
も， Mayoの分析は社会問題に深いメスをあてていないと批判する。政治的
・経済的問題にたいする配慮も，協働する目的についての配慮もないし，また
協働状況のもとで参加する多様な社会階級の相対的な役割にも注意がはらわれ
ていない。コンフリクト，階級ないしは利害集団にたいする関心が，著しく欠
如していると27)。
W. H. Whyteにしろ， Sheppardにしろ， 協働を， 即人間の社会的欲求
充足の手立てとしてとらえるのではなく，協働以前に労使関係に根づいている
コンフリクトに思いをはせている。アノミーや協働にたいする Mayoの皮
相的な見方が，クそのコンフリクトにたいする認識の欠如を生みだしている。
Mayoは，コンフリクト，競争，不一致を望ましくないものと考えている。か
れにとって， コンフリクトは社会的疾病であり， 協働は社会的健康なのであ
る28)。もともと個人の意欲と社会の要求との間にはなんらのコンフリクトもな
いと信じられている。 W.H. Whyteは， 個人と組織との間におけるこのコ
ンフリクトの否認は「組織にとって望ましいものではない。個人にとって一層
望ましいものではない」とみなす29)。つねにコンフリクトはあるはずである。
このコンフリクトに対応してこそ，個人の価値を発揮しうるのである。うわべ
だけの安らぎを与える倫理を求めることは，かえって自らをしいたげることに
なる30)0 
労使関係における当事者間のコンフリクトは， Mayoが思っているよりもは
るかに根深く，大きな問題である31)。DanielBellは，かれには組織をとりま
26) W. H. Whyte, The Organization Man, p. 38 : 邦訳前掲書， 60ページ。
27) H. A. Landsberger, Hawthorne Revisited, p. 32. 
28) H. A. Landsberger, ibid., p. 31. 
29) W. H. Whyte, The Organization Man, p. 17: 邦訳前掲書， 20ページ。
30) W. H. Whyte, ibid., p. 18 : 邦訳前掲書， 21ベージ。
31) H. A. Landsberger, Hawthorne Revisited, p. 31. 
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く経済体制のより大きな制度的枠組についての視点が欠落しているという。技
術の進歩につれて展開する階級構造の変化，そこからでてくるコンフリクトに
メスをあてようとしない32)。この意味では， Mayoの理論は，閉鎖的な組織を
とり扱っていることになる。
1 情緒の解放としてのコミュニケーション
コンフリクトは本来あるはずはないと考える Mayoにとっては， 仕事の不満
は，解決されるべきコンフリク．卜があるからではなく，誤解によって生じるも
のであるとみなされる。そこで，誤解は，コミュニケーションを充実させるこ
とによって除去されるということになる。人間関係に科学的方法を適応するこ
とによってコミュニケーション上の障害を排除することができ，個人と社会の
間の調和を実現することができると想定される33)0 
当然協働体系を管理するための有効な方法として，コミュニケーションが登
場してくる。 F.J. Roethlisbergerは， コミュニケーションの問題を，「個人
ないしは諸集団の集団化への効果的な統合にとってきわめて重要である」とみ
なす。とりわけ，下層から上層に向う上向コミュニケーション(upwardcomm-
unication)の必要性と重要性が主張される。現在のような大規模経営組織にあ
っては最上層と最下層との間に空間的・社会的にかなりのへだたりがあり，両
者の間の接触が困難となる。そこで， 下層部における事象の把握は，「大規模
産業の主要な人間問題の一つであるように思える」と。上向コミュニケーショ
ンの強調は，協働は社会的価値を共有する具体的な人間情況の把握いかんによ
るという，ホーソン工場における一連の実験結果によって明らかにされた感情
体系尊重の思考に由来する34)0 
上向コミュニケーションは，情緒の解放を目ざして不平・不満や苦情を内容
32) H. A. Landsberger, ibid., pp. 33-34. 
33) W. H. Whyte, T. 加 OrganizationM叩， p.12: 邦訳 前掲書， 9~10ペー ジ。
34)拙著「アメリカ経営参加論史」， 307ペー ジ。
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とするものであった。不平・不満，苦情を吐きださせることによって人間の内
面の浄化をはかり，すっきりとした気持で集団にとけ込ませようとするもので
ある。経済的問題をはじめとするさまざまな問題も，人間関係のなせるわざと
して社会的側面から解決をはかろうとする。 Mayoにとって，所詮個人は，事
実問題の認識や合理的な解決をなすことのできない非論理的な生き物なのであ
る。もともと従業員の独創的発想をひきだし，これを経営の意思決定に役だた
せようとするような内容をもったコミュニケーションではなかった。
上向コミュニケーションを代表する制度として， 「ノンディレクティプ・カ
ウンセリング(non-directivecounselling)」制があげられる。 Mayoとその仲間
たちは，面接が労働者に及ぽした治療効果に感銘をうけ，これを管理上の用具
にしていった。この制度に暗に含まれているところのものは，労働者が自分の
問題について思いのまま語る (talkout)ことができるという仮定である。カウ
ンセリング制度は，労働者の感情のはけ口としての役割しか与えられていない
のである。 WilliamFoote Whyteは， カウンセラーはなんらの経営権をも
保持せず，その機能は労働者に自分たちの問題を自由に話せる機会を与えるこ
とであったという35)。カウンセリングによって労働者を集団に適応させようと
意図しているのであって，その逆ではない。現実を変革しようとする役割を与
えられていない。 W.H. Whyte は， ノンディレクティプ・カウンセリング
制度の設定そのものが， 「変革よりもむしろ調整が望ましいものであるという
価値判断によっているのである」という 36)。この制度は，ときには「懺悔聴聞
僧(ambulatoryconfessors)」とさえ評されるほどである37)0 
しかも， W.F. Whyteは，このカウンセリング制度が，人間関係論の含む
ところと矛盾をきたすのではなかろうかという。「それは， 研究プログラムの
35) William Foote Whyte, "Human Relations Theory-A Progress Report," 
Harvard Business Review, Vol. 34, No. 5, (September-October), p. 126. 
36) W. H. Whyte, T. 加 OrganizatonMan, pp.39-40 : 邦訳前掲書， 62~63ページ。
37) D. A. Wren, T. 加 Revolutionof Ma加 ,gementThought, p. 372 : 邦訳前掲書．
485ペー ジ。
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主要な発見の一つを侵害する。」個人的な行動や態度の変化は， 主に組織にお
ける人間関係を変えることによって影響される。なるほど個々の労働者はカウ
ンセリングによって助けられるかもしれないが，カウンセラーは，ことさら組
織の人間関係を変える戦略的立場にはない。それ故に， 「人事カウンセリング
は，死んだ目的となってしまった」とさえいわれる38)0 
二経済的剌激払制
Mayoやその仲間たちは人間の行動に及ぽす経済的刺激効果を背後においや
り，人間の社会的側面を強調した。多くの論者はこの点をとりあげ，人間関係
論者たちの主張には動機づけ要因としての経済的側面があまりにも軽んじられ
ていると批判する。 AlexCareyは，ホーソン実験の経過を追いながら，その
結論にたいして問題点をなげかける。 A.J. M. Sykerは， Roethlisberger 
と Dicksonの著書，『経営と労働者(Managementand Worker)」のなかで述べ
られているバンク・ワイアリング観察室の作業員の生産抑制行為をとりあげ，
これが経済的動機に由来するものではないとするかれらの見解に反論する。
1 ホーソン実験
Alex Careyは，ホーソン研究者たちによって提供された資料と，そこから
ひきだされた結論とを子細に比較検討することによって，その間に問題のある
ことを指摘した。かれは，実験によって得られた資料からは，ホーソンの研究
者の見解，すなわち仕事の上での人間の結びつきから生じる社会的満足が職場
の物理的・経済的要因のいずれよりも一層仕事行動や生産量に大きな影響を及
ぽすという評価はひきだされないという。むしろ，その資料は，経済的報酬が
労働者のモラールや行動に大きな影響を及ぼしているということを示している
とみる。そのいうところを，以下みていくことにする。
38) W. F. Whyte, "Human Relations Theory," ibid., pp. 126-127. 
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まず，ホーソン研究者たちは， 次のような実験をくわだて， 結論をくだし
た。 1927年からはじまる電話継電器組立作業実験では，生産能率に及ぼす原因
を確かめるために，さまざまな労働条件が導入された。集団奨励給制から個人
別奨励給制への賃金形態の変更，休憩時間の量と回数の増加，一日の労働時間
と一週間の労働日の短縮，監督方式の変更，スナックの支給がはかられた。生
産性は，すう勢的に向上を示した。研究者たちは，この向上の原因を一つの特
定要因に求めることができず，複雑な要因がからみあった結果であると提定し
た。第2次電話継電器組立作業実験では，賃金の支給条件だけを唯一の変更条
件にした。産出高は，12.696上昇した。この奨励給制が廃止されると，それは，
16;lる低下した。この産出高の変化が賃金形態の変更によるものか，それとも産
出高の振れの上限を示したものかどうかを結論づけることは困難であると考え
られた。この実験と並行して雲母剥ぎ作業実験が試みられた。この実験では，
以前からしかれていた個人別奨励給制はそのまま残しながらも，新しい監督方
式，労働時間の短縮などの労働条件の変更が試みられた。 14カ月間の実験期間
中に，一時間当りの平均生産高は， 15.6%上昇した。奨励給の方式が変更され
なかったにもかかわらず，この増加が生じたのであるから，その原因は監督方
式だと考えられた39)0 
2 経済的動機づけ
これにたいして， Careyは， 次の三段階の実験をとりあげ， そこから得ら
れた資料を検討する40)0 
第 1段階：継電器組立実験室（新しい剌激払制と監督方式）
電話継電器の組立作業に従事していた 5人の少女が工場から特別テスト室に
移された。 ここでかの女たちの生産量が2年間にわたって記録された。 この
39) D. A. Wren, The Revolution of Management T. 枷 'ght,p. 375 : 邦訳前掲書，
488ペー ジ。
40) Alex Carey, "The Hawthorne Studies: A Radical Criticism," American 
Sociological Rゅiew,Vol. 32, No. 3, (June 1967), pp. 405-407. 
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間，作業内容，作業時間，休憩時間，監督方式における変更，ならびに個人別
刺激払制(preferredincentive system)の導入が試みられた。 2年目の終りには，
かの女たちの生産量は，約30%増加した。この増加の理由として， (i)課業の
特徴とその物理的情況， (i)休憩時間の導入と作業時間の短縮によって生じた
疲労と単調の減少， (ii)支払制度の変更， (iv)監督方式の変更とそれにともな
う集団関係の社会的変化が想定された。この第 1段階の継電器組立実験室の観
察から，生産の増加が物理的条件・作業方法の改善や疲労の減少によってもた、
らされたという積極的な証拠はえられなかった。そこで，残る二つの仮説を確
かめるために，第2,第3段階の実験が試みられた。
第2段階：第 2継電器組立集団 arfiしい剌激払制のみ）
この実験の目的は，支払方式の一要素についてのみ実験室の状況を再現させ
ることであった。第1段階と同種の仕事に従事する 5人の少女に，個人別刺激
払制が適応された。通常の支払制度のもとでは各少女の収入は部署全体（約100
名）の平均生産量にもとづいていたが， ここでは 5人の平均生産量にもとづい
た。少女の生産量は， 12.6%の増加をみた。この実験に参加しなかった部署の
労働者たちが同じ支払条件を望んだので，それは，わずか9週間後にうち切ら
れた。これによって 5人の少女の生産高は， 16%おち込んだ。この生産量の増
加は，財務的刺激の生産量に及ぽす直接的かつ良好な影響を示すものとして解
釈される証拠を提供しているにもかかわらず，ホーソンの研究者たちはこの解
釈を拒否し，確たる証拠もなしに，この増加は，この第2次小集団の形成から
生じたグ）レープ間競争によるものであったと結論づけた。社会的要因に重きを
おく調査者たちには，この財務的刺激効果については印象に残らなかったので
あろう。
第 3段階：雲母剥ぎ実験室（新しい監督方式，しかし支払制に変更なし）
第3段階の実験室の状況は刺激払制の変更だけをおこなわず，その他の点で
は継電器組立作業実験室と同じであった。もし生産量が第 1次段階で示された
それと類似の傾向を示すならば，賃金刺激払制は支配的要因ではなかったとい
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うことが示唆されるであろう。再び 5人の少女からなる集団が研究の対象に選
ばれ， 14カ月間で15.6彩の増加を記録した。
これら三つの実験段階を比較して， Careyは， 次のような問題点を指摘す
る。 (i)第3段階で， 各少女の生産率は， 2年間の研究期間中継続的かつ著し
い波動を示した。研究者たちは，この増加率のデータを得るために各少女ごと
のヒ゜ークの生産期間を選び，このビーク時の生産率と当初のかの女の生産率と
の間の差異を算出して，その増加を測定した。集団が平均して15彩の増加率を
達成した期間はなかった。 (ii)第 1段階では，労働者の業績について二つの測
定尺度，すなわち週当りの総生産量と週ごとの時間当り生産率が用いられた。
しかし，実験の第3段階では，時間当りの生産率だけが，唯一の尺度として用
いられた。そこで，第 3段階での15%の生産増加は時間当り生産率の増加であ
って，全生産量の増加ではない。もし第3段階で週当りの総生産量が測定の尺
度として用いられていたならば， 15%の増加は 0以下におちこむことになる。
なぜならば，時間当り生産量は15彩増加しても，週の時間は551/2から46¼へと
17彩減少したからである41)0 
かくて， Careyは， 実験によって得られた証拠から， 人間関係論者たちと
はまったく対照的な次の結論をひきだした。ホーソンの研究者たちは，実験に
よって社会的要因が生産量を制約する主要な条件であるという仮説を証拠だて
たと考えた。そして，労働者が経済的利害でもって動機づけられるという理論
の実証を果すことができなかったと結論づける。賃金刺激払制の効果は他の要
因とかかわりあっているので，｀その単独の効果を確めることは不可能であると
考えられた。 Careyは， この結論が三つの実験段階から得られた， 刺激払制
についての次の客観的結果と著しく異なるという。 (i)個人別賃金刺激払制が
導入されたとき，作業者当りの週総生産量は増加した（段階1と2), (ii)個人別
刺激払制が廃止されたとき生産量は急速に低下した（段階2), (iii)監督方式や
時間などの変化が導入され，刺激払制になんの変化もともなわないとき，労働
41) A. Carey, ibid., p. 410. 
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者当りの週生産量になんらの増加もみられなかった42)。Careyは， こうして
ホーソン実験のデータを見直すことによって経済的要因が労働者の動機づけに
とって重要な役割を果したことを証拠だてたのである。
3 生産抑制と経済的動機づけ
Roethlisbergerと Dicksonは， 生産を抑制する労働者の行為が賃率の切
下げをあらかじめ阻止するという経済的防衛をねらったものであると想定する
ことは根拠のないものであるという。労働者は，生産性上昇の結果について明
確な見通しをもっていたわけでないし，またバンク・ワイアリング観察室の作
業員は賃率の切下げを経験したこともない。さらに，経済的根拠にもとづいて
生産を抑止するならば賃率の切下げがおこなわれない程度の一定水準に生産量
を抑え，これを恒常的に維持するはずであるが，実際は各個人の生産量に大き
な相違があった。もし収入が主要な関心事であったならば，生産量の相違はな
かったはずである。加えて生産の抑制は労務費の増加をもたらし，賃率の切下
げを招くことになり，労働者にとってマイナスとなる。こうして，かれらは，
賃率の切下げを防止するために生産を抑制するということは経済的な根拠によ
って正当化されうるものではないという43)0 
こうしたかれらの見解にたいして， A.J. M. Sykesは，反論を加える。生
産の制限は，賃率の切下げを阻止するためのアメリカ労働者の労働慣行に深く
根ざし，広くいきわたった制度である。事実，生産の抑制は，経営からの一方
的な賃率の切下げに対抗しておこなわれてきたものである。生産の増加が，賃
率の切上げと連動するような経験はない。バンク・ワイアリング観察室の作業
員は，当然このアメリカ労働者の信念を共有していたはずである。ホーソンエ
場でも，賃率が誤って設定された場合には，その修正のために賃率の切下げは
42) A. Car~y, ibid., P.・41.0. . 
43) A.・J. M. Sykes,・''Economic Interest and the Hawthorne Researches: a Com-
ment," Human Relations, Vol. 18, No. 3, (August 1965), pp. 253-262. 
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おこりえたのであって，ホーソンの労働者が賃率切下げの経験をもたないとい
うことはない。たとえ経験がないにしても， その恐れはいだかれるものであ
る。さらに，賃率の切下げがおこらない程度の一定水準の生産量を知らされて
いるような労働者はほとんどいない。生産が一定水準を上下することは，つね
におこりうることである。各個人の生産量に相違があるから，作業者に経済的
関心がないとはいえない44)0 
4 人間関係と経済的刺激の相互作用
その行動に及ぼす労働者の社会的側面を重視しながら，経済的側面にも配慮
をはらうものに， WilliamFoote Whyteがいる。かれは， 「人間関係の研究
にたずさわるわれわれにとって，工場生活から金をとり除くということはあり
えないことであった」という。労働者は，間違いなく金銭感覚をもっている。
しかし，組織における相互作用の型や感情は，経済的刺激にたいする労働者の
反応にたいするなんらかの影響を及ぼす。 W.F. Whyteにとっては，人間関
係と経済的刺激の両者をいかにうまく適合させるかが問題なのである45)。この
ために，かれは，これまでの伝統的な経済人(economicman)鍛にかわって社会
経済人（socio economic man)という新しいモデルをうちだす46心そして， 人間
関係と経済的刺激払制を一体にした理論の構築を目ざす47)。
表は，相互作用の型によって，同じインセンティブ・レートであってもそれ
にたいする従業員の受けとり方に相違があらわれてくることを示したものであ
る。職場の人間関係が，従業員の賃金にたいする受げとり方を変えさせること
になる。
44) A. J. M. Sykes, ibid., pp. 253-262. 
45) W. H. Whyte, "Human Relations Theory-A Progress Report," ibid., p.-127. 
拙著「アメリカ経営参加論史」， 340~342ページ参照。
46) William Foote Whyte, Money and Motivation, 1955, p. 2. 
47) W. F. Whyte, ibid., p. 6, 
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インセンティブ・レートと相互作用三作用インセン ゆるいレート 中間のレート きついレート
the loose rate the borderline rate the tight rate 
労の働収者入はを，限割度当に相生産当分す 労働者は，このレート 労働者は， レートの正
紛 の正当性を頭から拒否 当性を断固拒否する。
裏でる。きをるな収こら入ばと，をに制得よ度の する。 労働者は，徹底して生
争 かく つ 産を抑制する。て，すその う
とる。
労働者によって，高い 労働者はすすんでこの 労働者には，このレー
協 生産目標が受け入れら レートを試し，経験を トが正当だとは思えな
れがちとなる。 通してその可能性を確
い。かれらは気持よく
短期間このレートを試
調 かめようとする。 しはするが，その後変
I 更を迫る。
William Foote Whyte, Money and Motivation, 1955より作成。
三忠誠心の分裂
1 労使関係分析の枠組
現代社会をアノミーとしてとらえる視点，集団への帰属観と個人の軽視，創
造性の抑圧，協働の内容のあいまい性，コンフリクトの否定，情緒的解放とし
てのコミュニケーションの役割， そして動機づけとしての経済的側面の軽視
は，労使関係の内容もまた浅薄なものにしていった。人間関係論が近代産業に
おけるきわだった問題，労使関係のそれを軽視していることに批判の目を向け
る論者は少なくない。なかには，人間関係論者たちの叙述に反労働組合的姿勢
をよみとることができるとさえいう批判家がいる。
Mayoにとって労働組合は工場の方針にたいする労働者の忠誠を分断する
ものであり，望ましい社会集団ではなかった。 W.H. Whyteは，「しかし労
働者が帰属する集団を必要とするならば，労働組合も他の集団と同じようにそ
の資格をもつものである」という 48)。労働組合の出現によって，労働者は，会
48) W. H. Whyte, The Organization Man, p. 43 : 邦訳前掲書， 69ペー ジ。
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社に帰属すると同時に労働組合に所属することになる。その忠誠は両組織に分
裂し，かれらは自己憧着をきたすことになる。近代社会では多様な集団が存在
しうるし，この集団間の対立する利害を調整することこそが重要な問題なので
ある。労働者は，労働組合によって一層大きな経済的平等，ならびに機能的・
社会的・心理的平等がもたらされると期待する。
John T. Dunlopは，「コミュニケーション」や「人間関係」的アプローチ
は，労使関係や団体交渉の行動を説明するのに十分な枠組ではないという。こ
の枠組が労使関係行動の包括的な説明のためには不十分であるとする主要な論
点は，次のごとくである。 (i)経営内ないし労働組合内でのコミュニケーショ
ンのシステムというのは，それ自体組織の他の特徴やそのおかれている環境を
映しだしたものである。労使関係の研究のための分析的枠組は，これらの情況
の影響を明白にするものでなければならない。 (ii)分析的枠組は，説明される
べき行動，独立変数を提示し，次いで従属変数を特定化しうるものでなければ
ならない。「コミュニケーション」ないしは「人間関係」的アプローチは，労
働組合ないしは経営組織のどの行動がどの変数によって説明されるかを明確に
していない。 (ii)コミュニケーションに関する関心とか考えは，労働組合が存
在しない状況のもとでの研究から引きだされてきた。労働組合不在の状況下で
のコミュニケーションが，団体交渉の分析のための適切な枠組を提供するとは
とうてい考えられない。 (iv)「コミュニケーション」と「人間関係」的アプロ
ーチは，個人が一層精確な情報を保有するならば，コンフリクトは労使関係に
おいて減らされることができるという前提からはじまっているように思える。
コンフリクトは知識や情報の欠如から生じるのではなく，むしろ特定の状況に
おかれている二つの組織を調整する難しさからでているのである。 (v)「コミ
ュニケーション」や「人間関係」的枠組の哲学的基礎が問題である。 Mayo
のアプローチはコンフリクトを嫌悪し，原始社会のそれに似た共同体における
統一体を求める。しかし，個人間ならびに集団間のコンフリクトや競争は，民
主的西欧社会の礎石の一つである。「コミュニケーション」の枠組は職場にお
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ける単一の統一体を主唱し，それは団体交渉や民主的伝統とは基本的にあいい
れない49)。
労使間の団体交渉過程，経営組織と労働組合組織のそれぞれにおける階層間
関係の特徴，ならびに職場における個々の労働者の行為を説明するにたるだけ
の分析的枠組が望まれる。このために人間関係的アプローチは，もっと大きな
枠組のなかに組み込まれるべきであるという。「団体交渉は， 特定の状況下で
の経営組織と労働組合組織との調整の過程である。」 そこで，分析的枠組には，
(i)経営組織と労働組合組織，ならびに両組織の意思決定のための内的手続，
(i)職場の技術的・物理的条件， 労働市場と製品市場， 両当事者の労使関係
場面，協働体や産業における理念・信念・価値判断を内容とする全体状況，加
えて (ii)団体交渉関係が制度化された当初のいきさつ， (iv)安全計画，賃金
刺激払制，品質問題のような団体交渉の方向を決定づけた発展の基軸が，包摂
されねばならないことになる50)0 
2 階級構造の変化
Daniel Bellも，経営を超えた経済体制のより大きな制度的枠組に目を向け
ることによって，労働組合の意義が確かめられるという。今日技術の進展にと
もなって，技術や管理の任にあたる従業員が増加し，他方熟練労働者が増加す
るという新しい階級構造がみられる。新しい技術や：管理上の職務をこなすに
は，長期にわたる教育によってのみ得られるある程度の熟練を必要とする。熟
練を身につけられないものの不安定性は，目下の目立った特徴である。労働者
は，自分や子供が労働者階級にとどまるという考えにもとづいて自らの態度を
きめていく傾向にある。この種の階級構造の分析こそが，経営と労働組合の間
の，また経営者と労働者の間のより良い対面関係によって平和がもたらされる
4'9) John T. Dunlop, "Framework for the Analy函sof Industrial Relations : Two 
Views," Industiral and Labor Relations Review, Vol. 3, No. 3, (April 1950), 
p. 389-393. 
50) J. T. Dunlop, ibid., pp. 385-387. 
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という想定にたった人間関係的研究よりも，もっと労使間の基本的なコンフリ
クトを究明しうるという 51)。
B. M. Selekmanが団体交渉や苦情処理手続を臨床的アプローチによって
理解しようとしたり， W.F. Whyteが，労使の間の秩序ある協同関係の確立
は両者の間の相互作用の改善によってもたらされると説くのも52), その大きな
枠組から接近しないがためである。それは，この階級構造が生みだす基本的な
コンフリクトの意義を見おとし，皮相的な結末に終っている。 HaroldL. 
Sheppardは，労働組合の「社会的」機能をときには社会クラプのそれと同一
視されているとさえ論評する。この社会的という言葉のなかには，階級，政治
的・経済的権力の配分，イデオロギーの対立の問題は含まれていない53?。
3 労働組合の御用化
産業における両当事者間の調整というのは，個人とは別の，それ自身の構造
と生命をもつところの組織間でおこなわれる。そこでの協議は，労使対等のも
のでなければならない54)。人間関係論者たちのいう協働には集団間の公式の協
議は含まれていない。自発的協働は，団体交渉にあてはまらない。それは，労
働組合と経営との間の協働を意味しない。 Sheppardは，「自発的協働によっ
て評価される組織のタイプは，水平的なものではなく， 御用組合 (company
union)を意味する垂直的なものである」という 55)。そこでは，経営と労働組合
を対等なものとみているのではなく，後者を御用組合として経営に従属するも
のとみなしている。
51) H. A. Landsberger, Hawthorne Revisited, pp. 33-34. 
52)拙著「アメリカ経営参加論史』， 324~339ページ。
53) H. A. Landsberger, Hawthorne Rゅisited,p. 46. 
54) .H. A. Landsberger, ibid., pp. 42-43. 
55) H. A. Landsberger, ibid., p. 46. 
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4 労働者操作
人間関係論者たちにたいするいま一つの批判は，その主張があたかも労働者
の幸せを願っているかのようなよそおいをこらしているようだが， 実はそれ
は，経営の目的のために労働者を操作する技法でしかないとみる見地である。
個々の労働者は，できうる限り高い生産をあげうるように仕組まれた生産単位
である。かれらは，自らが目標を設定し，それを達成する創造者としてはなが
められることはない。不活発な受身の要因として把握されている。インフォー
マル集団への着目も，経営の目標に向かう労働者の自発的な協力を得るために
なされたものである。工場内でのカウンセリング制度の設定も，労働者に対応
するのに精神病学的聴聞をもってしようとするものであり，まさしく労働者の
心情を操作するための制度化にほかならないとみなされる。人間関係論者のい
う協力とは，まさしく経営によって設定された目標に向かう経営のためのそれ
を意味している。「組織の効率化」，「モラール」などの一連の概念も， 経営の
側にたったこの含みをもっている。人間関係論は，まさしく野性的な動物を家
畜に飼いならそうとするものであるとさえいわれる56)0 
四 参加的経営管理の生成
1 各国の経営参加の経験
人間関係論の反民主的性格にたいする批判にもかかわらず，ホーソン実験の
なかに民主的な参加制度の萌芽をよみとる人たちもいる。 PaulBlumbergも
その一人であり，その後の経営参加制度にたいする世界的な要請の高まりのな
かでこの視点から電話継電器組立作業実験を見直そうとした。かれは，実験室
における生産性の向上の原因を労働者による経営参加，それも権力構造の変化
に求める。本節では Blumbergを通して， ホーソン実験の成果が組織民主主
義に果した一定の役割を明らかにする。
56) H. A. Landsberger, ibid., p. 36-39. 
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Blumbergには，「労働者管理(Workers'control)」は今後ますます重要な問
題となっていくように思えた。これまで長く議論されてきた労働疎外は，労働
者による直接参加の多様な形態を導入することによって緩和されていくであろ
うと期待された。ホーソン実験の一連の研究結果は，仕事の満足がその仕事に
たいする労働者の意思決定権能 (decision-makingpowers)を増加させることに
よって高められるということを一貫して示してきたとみなされる57)。
ところで，これまで各国でとり入れられてきた参加の多様な形態は，必ずし
も成功したものではなかった。英国の公的所有 (publicownership) にもとづ
く公社(publiccorporation)の公的部門では，労働者は直接経営にかかわらず，
トップにその代表者をおくりだすことによってのみかかわった。公的部門のこ
の種の管理形態は，その仕事や会社にたいする労働者の態度に大きな影響を及
ぽすことができなかった。 この事情は，西ドイツ（共同決定）， フランス（国有
企業の，行政・従業員・公共による三者管理）， ィスラエル（ヒスタドルートもしくは
労働組合の所有セクター）においても同じである。この失敗の原因は， G.D. H. 
Coleの試みる， 産業民主主義と政治民主主義との対比によって明らかにされ
うる。政治において，市民が関心をもつのは，国内的，国際的な最高レベルで
の出来事であるが，産業においては，労働者が問題にするのは，職場の下位層
で生じるところのものである。労働者が直接身をおく職場状況の民主化をとも
なわず，また直接参加の権利をもたない，私的所有から公的所有に移す最高レ
ベルでの所有の場所の単なる変化だけでは， 労働疎外の伝統的な問題は，ほ
とんど解消されえない。 このことが， ほかのなにものにもまして， トップで
の産業民主主義への多様な形態が失敗した事情を説明しているというのであ
る58)。
とはいえ，労働者を直接かかわらせただけでも，かれらの無関心は克服され
57) Paul Blumberg, Industrial Democracy-The Sociology of Participation, 1968, 
p. 1. 
58) P. Blumberg, ibid., pp. 2-3. 
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ることができない。各国にみられる共同協議機関 (jointconsultation bodies), 
各種の工場委員会 (plantcommittees), ならびに他の諮問会議 (advisorycoun-
cils)は，労働者を直接的にあるいは労働者の母体に密着した代表者を通じてか
かわらせてきたけれども，それらは一般に失望させられるものとなったし，ま
た労働者の関心を持続させることができなかった。多分それらは内容のともな
わない形式的なものにすぎず，また権能や管轄権も厳しく制限されていたため
に，労働者は， しばしばそれらを単に時間の浪費とみなした。最後に，労働者
を経営にかかわらせる生産者協同組合 (producers'co-operatives)も，経済的に
も，社会的にも労働者管理のためには不適当な方式であることがわかった。経
済的には，慢性的な資本不足， 借入れを困難にするような敵対的な金融環境
が；社会的には単なる利潤の追求，協同組合員のしめだしなどといった堕落の
様相が生じた59)0 
Blumbergは， このような事態から次のような教訓を学びとった。公社の
失敗から仕事に意味をもたせようとするならば，労働者の直接的な参加が必要
であるということが，諮問会議の失敗から労働者の直接的参加がかなりの権限
をもつ制度のなかでおこなわれなければならないということが，•そして生産者
協同組合の失敗から公共の利益が労働者参加の体制の枠内で保護されねばなら
ないということが，示唆される60)。こうした経験から， Blumbergは， 労働
者によるその働く職場での直接参加の重要性を指摘する。ホーソン工場におけ
る電話継電器組立作業実験室での成功は，このことを示しているというのであ
る。実験を子細に検討することによって，このことを確めようとする。そのい
うところを，以下みていこう。
2 権限構造の変化
Blumbergのとりあげた実験は， 1927年にはじまる第 1次電話継電器組立
59) P. Blumberg, ibid., p. 3. 
60) P. Blumberg, ibid., p. 4. 
26 
人間関係的経営参加論の限界と発展（奥田） 1059 
作業のそれである。実験室には， 6人の女子従業員と実験の観察者がいた。こ
の観察者の任務は，実験室内の記録と友好的な雰囲気づくりであった。正規の
職場では，作業者の上にグループ・チーフがいたが，実験室では，観察者が監
督者の役割をかねそなえていた。ただし，会計，賃率改訂や昇進については，
正規の職場との間で不公平が生じないように職長が権限を有していた61)。この
実験期間の間に，すでにみたようなさまざまな労働条件の変更が試みられた。
しかし，これらの条件とは直接的なかかわりなしに生産性はすう勢的に増加の
傾向を示した。このほか，モラールの面からも，その著しい向上がみうけられ
た。欠勤率の低下，家庭の相互訪問にみられるような仲間労働者の間での社会
化程度の上昇，実験室での会話や協同心の向上がみられた62)0 
この労働者集団の著しい生産性向上の主たる埋由はなんであるのか。また反
復的で，創造性のない，ほとんど熟練を要しない，しかも社会的地位をもたな
い職務にたいして，異常なほどの職務満足をもたらした理由はなんであるの
か。 Blumbergは，この理由を， 次のようにいうことによって労働者の経営
参加に求める。「わたくしは， もちろんこれがすべてというわけではないが，
生産性とモラールの著しい増加の主要な理由が作業条件の決定に際して実験室
の労働者が決定的な役割を果した点にあると，確信する」と。そもそも実験の
最初から作業者は意思決定過程にひき込まれて，その仕事や労働条件にたいし
てかなりの程度の直接的・積極的なコントロールを有した。「実験室での改善
を説明するのに役だったのは，参加的経営管理 (participativemanagement)の
この要素であった。決定的であったところのものは物理的変更そのものではな
くて，それが導入された方法であった」と63)。
では，何故に労働者は意思決定過程にひき込まれたのか。それは，偶然の産物
61) F. J. Roethlisberger and William J. Dickson, Management and the Worker, 
1939, p. 37. 
62) P. Blumberg, Industrial Democracy-The Sociology of Participation, pp. 18-20. 
63) P. Blumberg, ibid., pp. 20-21. 
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であったという。実験杢成功させるためには，被験者たちの完全な協力を得る
ことが必要であった。この協力を得るために試みられた方法が，他の変数を導
入することになった。その方法というのは，労働者に作業状況の決定に際して
実質的な発言を許すことであった。この労働者による参加の導入は，もともと
実験の調査設計の誤りによるものであった。労働者の自主決定(self-determina-
tion)の郡入によって， 研究者は，実験の性格をたまたま変えてしまったので
あった64)0 
さらに， 作業集団によるこの参加の性質と範囲について， Blumbergは次
のようにみなす。実験室で，作業者は，監督者や管理職員と会議ならびに非公
式の会話や面接によってつねに接触を保っていた。かれらは，実験上の変更に
ついてただ単に知らされるだけにとどまらず，相談をも受けていた。ここにお
いて，経営権限の伝統的構造が変化をきたした。労働者にたいする公式的コ
ントロールは管理層から実験者に移されていき，そして実験者は労働者の間に
ある程度の自主決定の展開を許した。最初は労働者にたいする名目的なコント
ロールは職長に与えられていたが， かれらの任務は主に正規の職場にあるの
で， 管轄権は， 実験室の観察者に移っていった。 しかし， 観察者の任務は権
限を行使することではなくて，ただたんに生じた出来事を正確に記録すること
と，友好的な雰囲気の創造と維持にあった。作業者たちは， 作業条件の変更
が導入される前に自分たちの考えやコメントを得るために自分たちと討論され
ることを知らされた。 このやり方で， 作業条件の改定が， 労働者の知識， 忠
告，同意ならびに協力をともなっておこなわれた。もちろん，実験室での労働
者の権利や権能は，公式的に定められたものではなかった。実際には，ときに
よって変動した。労働者たちは，自分たちの作業条件を自分たちで決定するこ
とになれて， 自分たちの示したところのものが受けいれられなかったときに
は，声高に管理者や研究者たちに不平をこぼすほどであった。実験室は自由な
雰囲気に満ち，この雰囲気は，名目的な監督者にたいする労働者の卒直かつイ
64) P. Blumberg, ibid., pp. 21-22. 
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ンフォーマルな態度に映しだされた。これまでは労働者は，解雇の恐れや，賃
金をごまかされていたのではないかという疑念を内容とする専断的な規律と懲
罰におののくような状況にあった。権限にたいする恐怖と疑惑の雰囲気が長く
広まっていたなかで，権限の急激な転換と強力な自主決定の導入がはかられた
のであり，それだけにこの変化は意義深いものがあったとみなされた65)0 
しかし，この自主決定の及ぶ範囲は，限定されたものとなる。ドイツの共同
決定の領域にならって， Blumbergは， 労働者参加の可能な領域を次の三つ
に範疇化する66)0 
1) 人事上の決定（雇用，解雇，昇進，配置転換，訓練など）
2) 社会上の決定（福祉制度の管理，保健•安全規則，年金基金，労働時間の規制，休
暇予定，休憩時間など）
3) 経済上の決定 (a.新しい生産方式，生産計画や生産統制のような技術上の問題，
b. 製品系列，販売，操業の拡大もしくは縮少，合理化，資本投資，利益の配分と運
用．工場組織の変更，合併のような事業上の問題など）
この範疇を実験室の状況にあてはめた場合，労働者は社会上の決定のみに管
轄権をもったにすぎない。実験室の労働者の自主決定はこのように厳しく制約
されたものではあったが，かなりの効果をもった。労働者たちは，生産性と満
足度の向上を権限パターンの変化と，限られたものではあるが重要な領域への
自主決定の甜入にてらして説明しようとした。要するに偶発的に導入された労
働者による参加の実験は，全体状況における大きな革新として作業者たちによ
って迎えられたのである。自主決定は，すくなくとも次の二つの方法で労働者
に影響することによってその改善を果したと説明しうる。 i) 仕事にたいする
責任感と一体感を増加させることによって， i) 管理層にたいして権威のある
発言ができるほどに社会的地位を高めることによってである。こうして，権限
構造における変化（自主決定）は， 心理的次元（仕事にたいする責任感と一体感の増
加），ならびに身分上の次元（管理層との社会的へだたりの縮少）によって改善を効
65) P. Blumberg, ibid., pp. 22-26. 
66) P. Blumberg, ibid., p. 26. 
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果的なものにしたのである。ここで，決定的な要因になったのは，権限構造に
おける変化であった67)。そこで， Blumbergは， 次のようにいう。 この意味
で権力（ないしコントロール）→身分の向上→モラールと生産性の改善という図式
が描かれる。先行する決定要因を無視して，もっぱら媒介変数にのみ目を奪わ
れることがあってはならないと68)0 
3 監督方式とインフォーマル組織の評価
ところが，実験の当初こそ実験者たちは，自己決定の要因が実験室で起こっ
た変化と改善に大きく寄与したということに同意するように思えたが，結局こ
れを結論とするにはいたらなかった。実験者たちは，主動因を労働者の自主決
定というような組織の根本を揺るがすようなことがらとしてとらえることがで
きなかった。｀すぺての事態は， 監督(supervision)上の問題と考えられた。そ
こで，必要とされるところのものは，ものわかりのよい，，忍耐強い，思いやり
のある監督者の訓練であった。権限システムという基本的な前提の問題につい
ては，言及されなかった。しかも，監督についてのこのつつましい結論さえも
が，実験によって集められたぽう大な資料のなかで見失われてしまった。最終
的には，実験室で生じた変化にたいして，研究者たちは，満足のいく説明をな
すことができなかった69)o. 
そこで，監督政策を改善するという視点から，監督の問題について労働者の
意見と苦情を聞くために面接制度が計画された。この制度の発足によって，研
究者たちは，労働者のだす苦情には，次の三つの型のあることを知った。第 1
の型は，・・「機械が故障している」， 「道具の切れ味が悪い」といったような，容
易に確かめうる苦情， 第2は，「仕事がきつい」，「工場が暑い」， 「ロッカーが
汚い」というような客観的なテストによって測定することが一層困難な苦情，
67) P. Blumberg, ibid., pp. 26-27. 
68) P. Blumberg, ibid., pp.43-44. 
69) P. Blumberg, ibid., pp. 28-29. 
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第3は，「出来高が低すぎる」， 「能力が評価されていない」というような客観
的な尺度によって確かめることが困難な，主観的な判断からなる苦情である。
研究者たちは，この第 1の苦情と，ときには第 2の型の苦情だけに配慮し，額
面通りに受けとった。人事や会社政策にかかわる他の苦情は，額面通りそのま
ま受けとることを拒否した。それらの苦情は，労働者が私生活でかかえる問題
が表面にでたものにすぎないと考えられた。換言すれば，監督と社会政策につ
いての苦情の内容は無視され，それは心理的病気の表われとして解釈された。
低賃金，長時間労働，専断的監督者，不健康な作業条件は，それ相当の実体あ
るものとしてではなく，ただ単に家庭けんかのような不合理な表われとみなさ
れた。不満足の原因を労働者の個人的な生活状況のなかに求めようとした。し
かも，心理学的解釈に向かうあまりに，この研究は社会学的方向を見失った70)。
労働者の苦情についてあまりにも心理学的解釈にかたよりすぎたので，研究
者たちは，その限界からぬけでようとした。結局，この排他的な心理学的アプ
ロー チは， 中止された。 しかし， その後研究者たちは， 面接計画の当初の問
題，すなわち監督とその改革の問題にたちかえることはなかった。むしろ，．研
究は，工場内社会関係に向かった。社会学的配慮へのこの回帰が有名な配電盤
作業室の実験であり，ここでフォーマル組織の枠内で存在するインフォーマル
組織がみいだされた。研究者たちはさきの電話継電器組立作業実験室の実験で
は経営の目的と調和する形で作用したインフォーマル組織が存在し，これと対
照的に配電盤作業室の実験では第一次集団は経営の目標をそこなったと結論づ
けた＂）。
4 ホーソン実験の終焉と参加の衰退
電話継電器の組立作業実験は， つづいて 1929年以降1932年までつづけられ
た。 1929年以降は，実験の最も決定的な独立変数の一つ，意思決定過程への労
70) P. Blumberg, ibid., pp. 29-32. 
71) P. Blumberg, ibid., pp. 32-33. 
31 
1064 闊西大學『紐清論集」第40巻第6号 (1991年3月）
働者参加が厳しく制約され，ときには排除された。これは，実験者たちのこの
実験にたいする関心がうすれていったという，さらには経済恐慌のはじまりと
いう二つの出来ごとの偶発的，無意識的，気づかれない結果によるものであっ
た72)。労働者参加の高まりが実験の初期の段階でモラールと生産性の顕著な改
善に向かったのにたいして，このような出来事の結果生じた労働者参加の権利
の取消しが労働者に与えた影響を確かめるために， Blumbergは， その跡を
たどっていく。
実験者たちは， 実験室でおきた変化を正しく説明することができず， それ
故に，研究の確たる設計もたてられない状況にあったために，この実験にたい
する興味をなくしていった。かれらの関心の喪失につれて，研究者たちは，実
験室に導入される変更について労働者たちとだんだん相談する気持がうすれて
いった。労働者たちも，かれらとふれあうことが少なくなった。変更は上から
専断的に導入された73)。いま一つの要因，経済恐慌はこの実験を中止に追いや
り，わずかに残った労働者の自主決定を中断させた。 1930年 5月以降の実験上
の変更は労働者から，あるいは実験者から提起されたものではなく，恐慌の切
迫した事態によって規定されたものであった。労働日や労働時間の短縮，一時
解雇などが，恐慌によってひき起こされた。職務にたいする労働者のコントロ
ールは，遠く及ばないところとなった。労働時間，賃金，作業条件などは大き
な，非人間的な力によって統制され，労働者はこれを統制するには無力であっ
t.14) 
~0 
研究者の実験にたいする興味の喪失と恐慌のはじまりというこの二つの出来
事は労働者の自主決定の機会をなくさせていったが，このことによって労働者
は，次のような影響をうけた。実験の前半期では，作業者は自分たちの職務を
電話継電器の単なる組立というよりもはるかに重要かつ有意義だとみなしてい
72) P. Blumberg, ibid., p. 35. 
73) P. Blumberg, ibid., pp. 35-37. 
74) P. Blumberg, ibid., p. 37. 
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た。実験は，労働者を常規的な仕事の退屈さからぬけださせた。しかし，後半
期になると様相は一変した。労働者が得てきたコントロールと身分がなくなる
につれて，幻滅と退廃が広がりはじめた。前半目だたなかった仕事の常規的な
性質が再び意識されだし，強い退屈がめばえた。このほかにも．チョットした
問題（騒音，温度，訪問者，欠陥部品）についての苦情が著しく増大した。さらに
は，労働者は，仲間同志の間で頻繁にけんかや口論をはじめた75)。
この実験の第2期には， 労働者の生産性に著しい変化がみられた。生産量
は，実験のはじめの低い水準には戻らなかったものの，改善をみなかった。作
業者が一時解雇されはじめた時点で，生産量は， 5年間の実験のどの時期より
も低い水準に急速に低下していった。疎外の形態，すなわち退屈，不安，無関
心，神経質，焦燥，幻滅が労働者の間に広まった。この情況を生みだしたもと
を監督のやり方に求めることは困難である。なぜならば，監督は，以前と同じ
まま寛大であったからである。しかし，意思決定への労働者による直接的参加
の程度は，著しく変化をうけた。その衰退は，労働者間の不満の増大と一致し
ていた。 Blumbergは， これがすべてというわけではないが， 労働者の自主
決定の要因こそが実験の前半期と後半期に生じた変化を説明する重要な要因で
あると結論づけた76)0 
五 民主的権限と民主的組織
P. Blumbergは，電話継電器組立作業実験室における生産性の向上の原因
を権限構造の変化に求めた。権限構造のあり方は生産性に影響を及ぼすにとど
まらず， 民主的組織の核心をなしていく。本節では， 民主的権限を基軸にし
ながら，民主的組織について一層たちいった考察をすすめていくことにする。
組織理論の当初の代表的な提唱者として， ChesterI. Barnardがいる。かれ
は，権限についての受容説を展開し，組織の成立要件として共通目的，協働意
75) P. Blumberg, ibid., pp. 38-39. 
76) P. Blumberg, ibid., pp. 39-40. 
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志，ならびにコミュニケーションをあげる。民主的組織にあっては，これらの
諸要素は，どのような内容をもたされるのであろうか。この内容を確かめるこ
とによって，民主的組織の一端を明らかにしておこう。
F. K. BerrienとH.Wendell Bashは， ホーソン実験をはじめとする一
連の実験をふまえて，自発的な協働意志の高揚，民主的な目的の設定，民主的
リーダーシップ，民主的コミュニケーションについて言及する。そのいうとこ
ろを通して，民主的権限 (democraticauthority)のもつ意味を確かめ，民主的
組織の内容を明らかにしていく。
1 協働意志の高揚
実験室では労働条件の導入に際してたまたま労働者たちとの話しあいがもた
れ，これがかれらの努力をひきださせることになった。職場の民主化過程が，
意図するところなく生まれたというのである。実験についてのこの偶発的な，
研究者と労働者との議論の過程，つまり意思決定への関与は，かれらに自分た
ちとその直接の上司との関係を民主的なものだと感じさせた。この結果ひきだ
された努力が，予想以上に経営の経済目的にも適合したというわけである77)。
組織の民主化過程がモラールや生産高，心からなる協働精神 (whole-hearted
cooperative spirit), 自発的な集団努力(spontaneouscollective effort)を高めるこ
とを実証化した実験は， ほかにもある。 KurtLewinとその仲間たちによる
実験があげられる。かれらは，仮面の製作，モデル飛行機の組立，石鹸の彫刻
などの活動に従事する少年のクラプを実験の対象にとりあげた。そして，専制
型，民主型，ならびに自由放任型のそれぞれのリーダーシップが5人の少年か
らなるクラブにどのような影響を及ぽすかが確かめられた。民主的な雰囲気の
なかでは，破壊的な攻撃がみられず、，少年たちは共通の課題に向かつてかなり
高い程度の一体的活動を示した。民主的リーダーシップは，心からなる協働精
77) F. K. Berrien and Wendell H. Bash, Human Relations: Comments a叫 Cases,
1951, p. 248. 
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神と自発的な集団努力を一層高めた78)。そして予想以上に組織の目的を達成し
た。 ChesterI. Barnardのいう能率性と有効性を最もよく均衡化させたこと
になる79)。
Berrienと Bashは， このような実験やその他幾つかの事例をふまえて，
自発的協働が高められるのは， リーダーが従業員にたいして意思決定への参加
の道をひらき，その担当する部下たちが自らの目的を明確化し，調整するのを
援助する場合であると考える。また，意思決定への参加は，意見や態度を変え
る効果的な手だてにもなるという80)0 
2 緞織目的の合意
民主的組織というものは，個人目的だけにとどまらず， 組織の目的 (objecti-
ves)にもまた関心をもち，これを自分のものとして受け入れる一般従業員を基
礎にして築きあげられねばならない。この達成される目的は，参加の過程と，
構成員の継続的な再教育の過程によって合意されていく。ここでの目的は，グ
ループ全体の繁栄に役だつグループ目的となる。努力の調整は，命令に服従す
ることによって達せられるのにかわって，この目的と一体化することによって
果されると考えられる。それ故に，このような民主的組織の形成・維持には，
一般従業員のかなりの高度な知的レベルが求められる。社会的問題を知覚し，
グループの繁栄に影響する問題をとり扱えるだけの知的能力が必要とされ
る81)0 
組織のリーダーシップは，グループの目的(objectives)を明確化することに発
揮されねばならない。これは，部下が感じはするが，しかしその限られた語い
のためにか， あるいは感じられる目標 (goals)が充分具体化されていないため
78) F. K. Berrien and W. H. Bash, ibid., p. 245. 
79) F. K. Berrien and W. H. Bash, ibid., p. 251. 
80) F. K. Berrien and W. H. Bash, ibid., p. 250. 
81) F. K. Berrien and W. H. Bash, ibid., pp. 227-229. 
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に表明することができないところの目標を明確にするところの過程である。参
加組織の成功的なリーダーは，これらの表明されていない目標を感じとり，こ
れを行動のための結集点として用いることに優れてたけていることが多いとみ
なされる82)。
3 双方コミュニケーションと権限
「民主的過程にとって，組織のさまざまなレベルの間でのコミュニケーショ
ンの機関， ならびに目標(aims)と行動について共通の合意を得るための機関は
基本的なものである」といわれる83)。Barnardによれば， 民主的権限をにな
う立場にある人は，上位からのコミュニケーションのみならず，下位からのそ
れをも受けることのできる戦略的に重要なコミュニケーション地点にいること
が望ましいとされる。かれの職務は， 組織がその目的 (objectives)を果すため
に，情報をうけとり，解釈し，調整し，伝達することにある。その情報は，上
司と部下の双方から発せられるものである。いずれかの情報を軽視するなら
ば，その権限の基盤は弱められることになる84)。この意味において民主的権限
は，特定の地位にあるだれかによって専断的に行使される権力 (power)ではな
い。それは，制約をうけない特権(privilege)でもなければ， 自由でもない。そ
れはある特定の責任 (i-esponsivilities)の委譲であり， その責任は， リーダーが
目的の達成に際してグループの援助に失敗するときにはいつでも従業員ないし
は上司によってとり消されるものである。一般的には，個人はその上司によっ
てのみ地位を退けられると思われ， 従業員の影響は認識されていない。 しか
し，下層部の意見や感情に配慮をはらわないような規則や権限は，実効性をも
たない。被統治者の感情と規範(codes)に合致する指揮が発せられるときには，
権限への挑戦はそれほど起こらないし，起こったとしても強いものでもない。
82) F. K. Berrien and W. H. Bash, ibid., p. 240, 
83) F. K. Berrien and W. H. Bash, ibid., p. 228. 
84) F. K. Berrien and W. H. Bash, ibid., pp. 229-230. 
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これとは逆に，権限が集団の普逼的な規範を実行にうつすことができない場合
には，権限に対抗する与論が形成される。従業員は，すべての指揮，命令，な
いしは規則にたいして信頼しないことになる。そこで，統制力をもった規範は
崩れはじめる。 Berrienと Bashは，「被統治者たちの感情に応えることは政
治的な方便であるのみならず，効率的な集団運営のための必須条件であるとい
うことは，多面的な観察から明らかである」という 85)0 
4 受容圏・規範．．権限
かれらは， Barnardの「無関心圏(zoneof indifference)」なる用語を受容圏
「(zoneof acceptability)」にいい変えて，受け入れられる権限のあり方について
考察する。大きな集団のリーダは，その集団の構成員すべてが当然のこととし
て自分の指揮を受け入れることはないと考えねばならない。もしリーダーが自
分の権限を保持しようとするならば，かれは，その部下が受け入れうる範囲を
越えてその指揮を発動することができない。この受容圏は変化もするし，人に
よって異なりもする。それは，集団から大きな満足をひきだしている人には大
きいし，限られた満足しか得ていない人にとっては小さい。権限の一つの側面
が，従業員による指揮の受け入れによって規定されるということは明らかであ
る。指揮が受け入れられるかどうかは，その指揮によって集団の構成員がどの
程度満足させられるか，また指揮がどの程度既存の規範に合致するかによって
判断される。集団規範とかなりのへだたりのある指揮は無視される危険性があ
り，それ故にリーダーの権限を切り崩すことになる86)0 
このように指揮権発動のより所になっているのが，規範 (codes)である。社
会的規範は，集団の構成員のみならず， リーダーにとってもまたきわめて重要
性をもっている。集団内の各構成員，組織内の各集団の間の規範がくい違うと
ころに，摩擦が生まれる。社会的規範のあらゆるレベルに摩擦は存在するし，
85) F. K. Berrien and W. H. Bash, ibid., pp. 231-233. 
86) F. K. Berrien and W. H. Bash, ibid., pp. 233-234. 
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各レベルのリーダーはこの摩擦を最小限におさえなければならない。それ故
に， リーダーはその集団内の規範を均衡しなければならないし，また同時にそ
の規範をより高いレベルにおける規範とも一致させなければならない。反対
に， リーダーがその部門で確立された規範と大きくくい違った会社政策を厳し
く強制し，また受容圏を逸脱するならば，結果はかれの権限の行使を難かしく
するであろう。それ故に， リーダーの仕事は，すくなくとも 2組の規範，その
集団内のそれとより高いレベルでのそれを注意深く見定めることであるとされ
る。この検討過程を通して，かれは，その受けとるまた発するところの指揮を
修正ないしは明瞭化しなければならないという 87)。とはいえ， リーダーシップ
は集団の規範や感情に対応しなければならないにしても， リーダーは，チョッ
とした意見によってうちのめされることはない。実際，一時的な風潮は注意深
く検討されなければならず，多くの場合リーダーシップによって対抗すること
ができる。リーダーシップは，直接的な行動に移ることなしに多様な色合いの
意見，示唆，感情の表明に耳を傾けながら，緩衡器としての役割を果さなけれ
ばならないともいう 88)0, 
加えて，ときには集団のリーダーは，集団の規範を変える責任をもつことも
ある。集団が一層の繁栄，健康， くつろぎ，ないしは望む目的をかなえるため
に，集団規範の欠陥は修正されなければならない。管理者は，この問題に直面
する。習慣(custom)を変えようとする際に， リーダーは，次の二つのことを認
識しなければならない。まず第 1に習慣は変化に抗しがちであるか，もしくは
せいぜい徐々的に変化するにすぎないということ，第 2に受容圏は，組織を崩
壊させることなしに達成されることができるところのものに限界を画するとい
うことである89)。技術的には，態度と並んで規範を変えさせるための集団討論
技法の適用は，・経営において効果があった。討論集団は，高い生産目標を設定
87) F. K. Berrien and W. H. Bash, ibid., pp. 237-238. 
88) F. K. Berrien and W. H. Bash, ibid., p. 251. 
89) F. K. Berrien and W. H. Bash, ibid., pp. 238-239. 
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することが実験において確かめられてきた90)0 
1071 
さらに，権限は集団規範や受容圏にかかわる問題であるばかりでなも同時
に名称(titles)や地位(positions)に関係し， それが指揮の受容に重大な影響をも
ってくる。公式的な責任のある人によって発せられる指揮は，部下のーメンバ
ーによって発せられる指揮よりも，もっとコントロールとして受け入れられや
すい。この認証をうけた権限 (authenticatedauthority)について， 二つの側面
に注意がはらわれねばならない。第 1に権限の地位にある人が，その責任の範
囲内にある問題にかかわる唯一の指揮を発動する。第2に権限のある人にふり
わけられた責任の領域は，その権限が及ぶ集団に知らされねばならない。公式
権限のこれら二つの側面に注意を怠ることは，多分さまざまなコンフリクトの
要因を生みだすことになる。権限が認証化されることは組織の乱れを少なく
し，その実効性を高めることになる。今日の労使間の騒乱のもとになっている
要因の一つは，権限の及ぶ領域が再定義の過程にあるという事実である。｀どち
らの側も，現在所有する権限の領域に完全には満足していないからである91)0 
5 民主的組織
Berrien と Bas~ の上記のような見解から， 民主的組織のおおよその構図
が浮かびあがってくる。民主的組織にあっては，組織の目的は，一般従業員を
基礎にして設定される。その合意は，参加の過程を通して形成されていく。こ
のためにコミュニケーション通路は，上位のみならず，下位にも開かれていな
ければならない。民主的権限をになう人たちは，この開かれた両通路に位置す
る。下層部の意見や感情に配慮を払いながら，権限が行使される。権限は部下
の受容圏によって規定され，その受容の範囲内におさまるものである。部下の
規範に合致しない権限の行使は，無視されることになる。
とはいうものの，管理者は，ときには集団規範を変えるためのリーダーシッ
90) F. K. Berrien and W. H. Bash, ibid., pp. 239-240. 
91) F. K. Berrien and W. H. Bash, ibid., pp. 241-243. 
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プを発揮することを求められる。集団規範が分裂し，葛藤が生じるときには，
組織の瓦解を招くことになる。そこで，部下の受容できる新しい集団規範の創
造が必要となる。この創造も，，やはり受容圏の境界によって規定される。この
創造の過程に集団討論の技法をとり入れることは望ましいことである。この民
主的過程は，民主的組織に必要不可欠のものである。協働意志も，従業員に意
思決定への参加の道が開かれたときにこそ高まりをみせるのである。このよう
な民主的組織の構図は，人間関係論の成果よりも Barnardの組織についての
研究成果に依拠するところが大きい。
結 び
人間関係論による集団主義への過度の偏重は，個人主義の否認，創造性の抑
圧，コンフリクトの否定，単なる不満のはけ口としてのコミュニケーションの
評価を生みだし， これが批判されるところとなった。 また， Blumbergは第
1次電話継電器組立作業実験室における権限構造の変化に着目し，これを高く
評価したが，しかしここでは何故に権限構造の変化が労働者の一体感を高める
ことになったかについてのたちいった説明はなされていない。
， 人間関係論のもつこれらの限界の克服や参加の動機づけについての説明など
は， 1950年末から花開いていく行動科学によって果されていくことになる。心
理学の第三勢力論 (TheThird Force)を展開する AbrahamH. Maslowを
はじめとする行動科学者たちは，精神的に健全な人間のもつ自己実現欲求を冒
頭にかかげて，人間の創造性の活用を叫び，その方途を探りだそうとする。当
然，これが，組織民主主義の内容にも映しだされ，その内容を深化させていく
ことになる。とはいえ，人間関係的経営参加論は数多くの批判にさらされなが
らも，他方でその後の組織民主主義の発展への第一歩の足跡を記したものとし
てそれなりに評価されうるであろう。
40 
